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５  普通会計決算の状況 
  普通会計とは、個々の地方公共団体ごとに各会計（一般会計および各種特別会計）の範囲が異なっ

ていること等から、団体間の財政の比較や統一的な掌握が困難なため、全国比較のため、一般会計と

公営企業会計に含まれない特別会計を合算し重複部分を控除整理したもので、地方財政の統計の上で

統一的に用いられる会計区分です。 

  平成 14 年度の普通会計決算は、表 18、図 33 のとおり、歳入は、約 7,540 億円で、前年度に比べ 49

億円、6.2％の減、歳出は、約 7,290 億円で、前年度に比べ 44 億円、5.7％の減となりました。このこ

とから、決算収支の状況は、実質収支では約 37 億円の黒字となりましたが、単年度収支は、約 12 億

円の赤字となり、実質単年度収支でも約 65 億円の赤字となっています。 

  なお、普通会計決算収支の過去からの推移については、図 34 及び巻末資料 25 をご覧ください。 

 

表18  平成14年度普通会計決算収支状況  （単位：千円）  

区     分 
平成 14 年度 

決 算 額 

平成 13 年度 

決 算 額 

歳 入 Ａ 754,044,849 803,888,117 

歳 出 Ｂ 729,030,656 772,869,963 

差 引 額 Ｃ(Ａ－Ｂ) 25,014,193 31,018,154 

翌 年 度 繰 越 財 源 Ｄ 21,257,107 26,070,628 

実 質 収 支 Ｅ(Ｃ－Ｄ)  3,757,086 4,947,526 

単 年 度 収 支 Ｆ(Ｅ－前年度Ｅ) △1,190,440 △1,538,639 

積 立 金 Ｇ 26,448 682,403 

繰 上 償 還 金 Ｈ 30,740 6,740 

積 立 金 取 崩 額 Ｉ 5,365,285 5,521,839 

実 質 単 年 度 収 支 Ｊ(F+G+H-I) △6,498,537 △6,371,335 

（四捨五入のため合計に合わない場合があります。）  

 

図 33  実質収支等の状況（普通会計）  

       実質収支           単年度収支         実質単年度収支 
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表19  普通会計歳入決算の状況 （単位：百万円、％） 

平成 14 年度 平成 13 年度 歳   入 

区  分 決算額 構成比 増減額 増減率 決算額 構成比 増減額 増減率 

地 方 税 204,252 27.1 △28,059 △12.1 232,311 28.9 △3,493 △1.5 

地方特例交付金 1,283 0.2 42 3.4 1,241 0.2 △336 △21.3 

地方交付税 189,306 25.1 △6,801 △3.5 196,107 24.4 △11,297 △5.4 

国庫支出金 120,622 16.0 △18,746 △13.5 139,368 17.3 △3,784 △2.6 

繰 入 金 23,736 3.1 3,419 16.8 20,317 2.5 4,229 26.3 

地 方 債 106,351 14.1 10,661 11.1 95,690 11.9 2,800 3.0 

そ の 他 108,495 14.4 △10,359 △8.7 118,854 14.8 △15,289 △11.4 

歳 入 合 計 754,045 100.0 △49,843 △6.2 803,888 100.0 △27,170 △3.3 

（注）一般財源＝地方税＋地方特例交付税＋地方交付税＋地方譲与税 

（四捨五入のため合計に合わない場合があります。） 




